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Vl. WTO は GATT の機能強化となりうるか
1. GATT から WTO へ
勝敏
GATT (関税と貿易に関する一般協定〉のウルグアイ・ラウンドが包括合意の調印にこぎ
つけたのは， 1994年 4 月 15 日であった。 GATT はこれによって1995年 1 月からWTO (世界
貿易機構)に生まれかわるのである。




















わかる。その意味では íGATT がその役割を終え， WTOが誕生しようとしている」のでは







ところで，現実の世界貿易の発展過程では欧州経済共同体 (EE C), 欧州自由貿易地域
(EFTA), 北米自由貿易地域 (NAFTA) など多数の関税同盟または自由貿易地域が設立さ
れ，あるいは何らかの地域的取極めの締結が進められてきている。これらの地域経済統合は













(2) 三宅正太郎編著『貿易摩擦とガット』日本関税協会. 1985年. 1 ベージ。
(3) 鳥居泰彦 íGATT 時代の終荒・ WTO時代の閉幕J. W世界経済評論』第38巻第 6 号. 1994年 6 月
号， 7 ベージ。
















GATT は，いうまでも記く， 1 TO (国際貿易機構憲章〉の作成過程で生まれてきた。そ
の歴史的経過をみてみよう。アメリカは1945年12月に「世界貿易と雇用拡大のための提案」
CProposals for the Expansion of World Trade) を発表すると同時に，連合国を中心と
する 15ヶ国に対して関税その他の貿易障害を軽減するための会議に出席を求める招請状を出し
た。アメリカの「提案」は国連社会経済理事会に委託され，そこで国連貿易雇用会議準備委員
会が構成された。 1946年 9 月にアメリカは，上記の準備委員会で討議されるべき ITO憲章試
案を公表した。この試案をもととして ITO憲章の起草がはじまった。三回修正されて， 1948 
年 3 月にハパナにおいて56カ国参加のもとに聞かれた国連貿易雇用会議において， 1 TOの最
終議定書が56カ国の代表によって調印されたのである。しかし批准したのはわずかに 2 カ国に
すぎず， 1 TO憲章は流産に終ったので、ある。
ところで， 1 TO憲章の調印までのどの過程で GATT がとりあげられたか。 ITO試案の








い旨を公式に言明した。片山謙二「描かれた世界貿易の理想図J W経済学論究』第14巻第 2 号， 1960 
年 6 月， 9 ベージ。













































ところで，第24条は， GATT 第 3 部に含められている。第 3 部に含まれているということ
はなにを意味するか。そもそも第 1 部は GATT の目的と締約国聞の最恵国待遇を規定し，第




条 8 項(a)( ii)) とすれば，関税同盟内の関係は GATT の適用対象となる(第24条 9 項〉。その







と思われる j， とし、う見方である。また， Iもともとベネルックス関税同盟のような小規模のも
のが新設されることを予想して作られたものであるj，という片山謙二教授もこれとほぼ同じ
見方である。








限定しようとした」佐分晴夫「地域統合の国際法学J ~関税と貿易~ 1989年 1 月号， 21ページ。
(15) 佐分晴夫，前掲論文， 38ページ。










は先進国グラブであるとし、う批判が高まり， 1968 年に UNCTAD 第二回総会で先進国が発展























と関税同盟および自由貿易地域の要件を規定する 5"'9 項とから成っている。そこで， 15~ 
9 項に定める要件をみたせば， 4 項第 2 文に規定する一般原則に合致すると考えるべきか，あ
るいは， 5 '"-9 項の要件に加えて， 4 項の一般原則に合致したものでなければならなし、かJ，
〆ページ。
(21) 佐分晴夫 íGATTと発展途上国」前掲書， 48ベージ。
(22) 津久井茂充「コンメンターノレ・ガット，第24条適用地域一一国境貿易一一守関税同盟及び自由貿易地






















の関税(対外共通関税〉その他通商規則を適用することとなる (8 項(a)(jj))。そこで， 関税同
盟の場合には対外共通関税が関税同盟の締結前にその構成地域において適用されていた関税の
全般的水準より高度のものであってはならないのである。
さて， 5"'-' 9 項についての適用上の疑問については後述するとして， 5"-'9 項の要件をみた
せば 4項の一般原則に合致したものと考えるべきかどうか，が第24条解釈の基本的な争点とな
った。そこで， EECをめぐってとりあげられた争点をいくつか検討してみよう。
V. GATT の EEC 問題の審議における第24条をめぐる論議
1. 基本的な対立
GATT における EEC問題の審議は， 1956年の GATT 第11回総会においてEEC側から
その概要について説明されたところにはじまる。ついで第12回総会(1957年〉でローマ条約審
議のための委員会が設けられ，次の四つの小委員会が設けられた。すなわち(1)関税ならびに計
画と日程， (2)数量制限， (3)農産品貿易， (4)海外領土編入，である。四小委員会で，ローマ条約
が GATT に照してあらゆる面から検討され， 1957年11月 27 日に報告書が採択された。
(23) GATT, Basic Instruments and Selected Documents (BISD) , 6th Supp. 1958. 
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まず，第24条 4 項と 5"'9 項との関係について， EEC と他の諸国とが対立した。 EEC側




GATT による EEC協定の審査報告は， 1957年11月 29日に採択されたが，以下のように両
論を記述しているだけで明確な結論はない。
EEC側の意見。 5"'9項は 4 項の意味を敷街しただけで、あるから前者の要件をみたしてい
る場合は 4 項の要件をも自動的にみたしている。
域外諸国の意見。 4 項は関税同盟が GATT の目的に合致するように適用しなければならな
い基本原理である。したがって，締約国団は，関税同盟が 5"'9 項の要件に合致していること
に加え， 4 項に定める目標に合致しているか否かを検証すべきである。


















この対立はその後もつづき，ギリシヤのEC加盟に関する作業部会報告(1983年 3 月 9 日採
(24) 佐分晴夫「地域統合の国際法学」前掲書， 23"'-'24ページ。
(25) 津久井茂充，前掲論文， 72ページ。

















EEC側の意見。第24条 5 (a)並びに 8(a)( i)及び、(ii)の「その他の通商規則」には数量制限が含







る J，というのがその解釈の根拠となっている。要するに，この主張は EEC が共同市場とし
ての統合性を強化するための意見で、もある，とみることができる。
域外諸国の意見。第24条 8(a)( i)の「その他の制限的通商規則」は数量制限を含むが， 5 (a) と
8 (a)( ii)の「その他の通商規則」は数量制限を含まない，と主張したので、ある。そもそも 8(a)( i) 
の場合は国際収支上の理由に基づく数量制限(第12条〉が関係してくるので特に「制限的」と
























ついては述べられている (33条 2) が，数量制限の撤廃に関する明確な規定はない。そこで，























VI. WTO は GATT の機能強化となりうるか
GATT における EEC問題の審議で 1956， 57年にとりあげられたいくつかの間題をみてき
たが， \, 、ずれも対立は並行線のままで，しかも審議は遅々として進まなかった。その聞に， EE
C設立のための準備は進行し1958年 1 月 1 日にEEC条約は発効した。 1958年 4 月 14日から聞










要するに， GATT と EEC条項との関係について， EEC発足の時点でEEC側と域外諸









第 2 に条約としても暫定的である。すなわち， GATT 協定は第26条で「当初の23締約国の
のうちその貿易総額の85%を占める国が受諾書を寄託した日から30日後に効力を発することと
なっている」が，受諾したのはノ、イチ一国であり， GATT 協定は今日まで発効していない。
第三に， íこの GATT 協定の発効の手続きの困難性を事前に予測して， GATT 交渉に参
(37) 内田宏・堀太郎，前掲書， 594ページ。
(38) 向上書， 595ページ。











さらに， GATT 機構についても協定上の明確な根拠がない。 íGATT 協定に明文の基礎を







WTO協定には 4 つの付属書がついている付属書 IAは商品の貿易に関する協定で，これに
は，まず， 1947年に採択された GATT 協定の条文や GATT 協定のもとで効力を発生した議
定書・締約国団の決定などを含む1994年の GATT 協定があげられている。付属書 2 は迅速か
っ効果的な紛争解決手続を規定している。







つための条項が GATT 第24条である。」要するに， 関税同盟および自由貿易地域が世界貿易
の自由化にとって好ましい，とし、う立場に立っている。
しかし，すでに述べたように GATT 第24条の 4 項と 5-----9 項の整合性，すなわち互恵原則
と地域統合の整合性がこれまで常に対立点となって論ぜられてきているなかで， GATT の強
(41) 横田洋三 íGATT から世界貿易機関へJ W国際間題~ 1994年 9 月， 414号， 16"-'17ベージ。
(42) 片山謙二，前掲論文， 11ページ。
(43) 向上論文， 17"-'18ページ。




化が，第24条強化のかたちで地域主義の歯止めとなりうるだろうか。 WTOが GATT に法的
基盤を与え， GATT の機能の強化をはかるものである，とみられているだけに， GATT 第
24条の解釈はいぜんとして重大な問題として残されているのである。 (1994年 9 月 20 日脱稿〉
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